定年延長で人事院と幹事が交渉-8月19日

-60歳台前半の給与、行(二)労務職員の特例定年までの給与を重ねて追及-

＊この交渉情報は、ホームページ、機関紙、チラシ等には活用せず、内部意思統一用に留めて下さい。

　公務員連絡会は8月19日14時から、定年延長に関わって人事院交渉を行った。

　この交渉は、４日の交渉で明確な回答が得られなかった事項も含め公務員連絡会が要求している課題の実現を求めて行ったもの。公務員連絡会からは、大塚副事務局長ほか幹事クラス交渉委員らが出席し、人事院は根本職員団体審議官らが対応した。

　冒頭、大塚副事務局長が「本日は、４日の議論で残った問題や10日が締切りになっていた各府省の意見の内容及びそれを踏まえた対応などについて議論したい」と述べた上で、以下の通り人事院の考えを追及した。

(1) 今回の意見の申出の射程範囲、定年延長の実施に必要な法改正の範囲はどこまでになるかについて示してもらいたい。

(2) 退職手当や共済、定員の課題についても、公務員連絡会としては人事院に具体的な要求をしているので、それに基づいた対応を制度官庁に求めてもらいたい。

（3) 各府省から出された意見の概要と人事院としての新しい対応方針があれば示してもらいたい。

(4) 60歳台前半の給与水準をどうするかが一番大事な問題であり、公務員連絡会としては60歳時点の８割を確保することがぜひとも必要と考えているのでさらに努力してもらいたい。人事院の考えは、ラスパイレス比較ができない中で、民間の60歳台の役職が50歳台後半と同じという仮定の上に立っているが、その明確な証拠が示せないのなら、民間の相対関係に合わせ７割にする必要はないのではないか。

(5) 前回宿題になっていた行（一）以外の級別、役職別給与水準や、一時金３ヵ月分の期末・勤勉手当の割合をどうするかについてはまとまったのか。

(6) 行（二）労務職員の特例定年の給与の取扱いは、給与水準が極めて低い実態にある中で一方的に引下げるもので、まったく納得できない。現行の特例定年までの俸給水準は維持してもらいたい。

(7) 役職定年、とくに地方機関の扱いについて前回も伺ったが、人事院規則で定める具体的なポストについてイメージがあれば教えてもらいたい。

(8) 経過的に存置される現行の再任用制度については、実効性を確保するためにも義務化していただきたい。また、現行再任用のポストは２～３級がほとんどであるが、その改善に努めてもらいたいし、新たな定年前の短時間勤務の官職については、異動前と同じ職務の級とすることを基本にするなど上位級のポストを確保してもらいたい。

(9) 60歳前の時点における意向聴取については、退職、降任・降格、短時間勤務を強制する場とならないように手続きや苦情処理も合わせて整備してもらいたい。

　これらに対し、根本審議官は以下の通り回答した。

(1) 意見の申出の対象となる法律については、現在精査中であるが、国家公務員法、 一般職の職員の給与に関する法律以外に、寒冷地手当法、育児休業法、国家公務員倫理法、留学費用償還法が考えられる。退職手当、共済等については、どのような内容の改正を行うか否かは、政府における今後の検討により改正の有無等が決まってくる。

(2) 退職手当・共済・定員に関する事項は、人事院として制度を所管していないが、定年延長を実現していく上で対応が必要と考えられる事項については、引き続き制度官庁との議論を進め、必要な対応を求めていきたいと考えているが、具体的な検討は意見の申出後となると思われる。

(3) 人事院の素案に対して寄せられた各府省からの主な意見については、①60歳後に同一の賃金となることはそれまでの勤務実績を反映しないことになり、再任用ならともかく定年延長の仕組みの中では適当ではない、②４月１日付で一斉に役職定年となるのでは現実の人事運営がうまくいかない、③本府省課長以上が一律に定年退職となることは各府省の実情を考慮していない、などさまざまあり、皆さんからの意見も含め、人事院として検討しているが、どうするかについては、もう少し時間をいただきたい。

(4) 60歳台前半層の給与水準については、賃金センサスのデータを踏まえ、50歳台後半層の７割水準に設定することにしている。この水準は、御指摘のようにラス比較によるものではないが、現状で得られる数値からは最も妥当なものであると考えている。ただし、今後の状況を踏まえ、見直すべき必要が生じれば見直していきたい。

　なお、60歳超の俸給月額については、先日お示しした素案では俸給表及び職務の級ごとに単一の額を定めることとしているが、それでは60歳までの勤務実績を反映しないことになり、定年延長の仕組みの中では適当でないという各府省からの強い意見も踏まえ、職員本人の60歳時の号俸に一定率を乗じた額を60歳超の俸給月額とする（当該者の60歳超の年収が60歳時の年収と比較して７割となるイメージ）ことも検討しているところである。

(5) 行（一）以外の給与水準については、行（一）に準じて決定することとしているが、現在、行（一）について調整中であり、他の俸給表について給与水準をお示しすることはもう少し待っていただきたい。

特別給の期末・勤勉手当の比率については、60歳前より勤勉手当の比率を高めることとしたい。引き続き皆さんと議論していきたいが、比率がどのようになるにせよ年収が７割水準になることには変わりがない。

(6) 各府省の意見の中にも、特例定年の職員の60歳超の給与引下げについて反対というものもあるが、将来にわたってこれらの職員の60歳超の給与を引き下げないとすることは、無理であると考えている。

(7) 地方機関のポストへの役職定年の適用については、新陳代謝の必要性がある管理・監督の地位にある官職を人事院規則で定めることとしているが、具体的なポストの選定は、意見の申出後に、平成25年４月に向けた作業の中で行うこととなる。

(8) 再任用制度については、現行制度は、部分年金が支給される下で、再任用を希望する者についてできる限り採用する仕組みとして設けられ、現在、希望する者の９割以上が再任用されているなど、着実に定着してきている。人事院としては、定年が65歳になるまでは現行の再任用制度の仕組みを維持することが適当であると考えている。

現行の再任用短時間勤務のポストの級については、大多数が２級・３級であるが、最近では４級ポストも見受けられるところであり、引き続きその活用について各省と協力してまいりたい。

新たな定年前短時間勤務については、どのような官職を設置するかは、定員等に配慮しながら各省当局が判断すべき事項であるが、現行の再任用とは異なり、定年前短時間勤務制は本人の同意を前提とするものであり、人事院としては、職員本人と各省当局で有意義な意向聴取が行われるようにするなど、その運用に実効性が確保できるよう考えていきたい。

(9) 60歳以降の働き方等に関する意向聴取については、意見の申出を踏まえて、意向聴取の具体的時期や意向聴取に当たって留意すべき事項など、実施にあたって必要な事柄について議論することになる。今後、皆さんとの議論も踏まえ、定年延長が施行される平成25年度に向けてさらに具体的に検討してまいりたい。

　これら根本審議官の回答に対して公務員連絡会側は、①60歳台前半の給与水準の８割確保、②経過的に存置される現行再任用制度の義務化やポストの改善、③実効ある新たな定年前短時間勤務制度の確立などを重ねて求めるとともに、「行（二）労務職員の特例定年までの給与引下げは絶対に認められない。撤回すべきだ」と口々に強く迫ったが、審議官からは明確な見解は示されなかった。

　その一方、審議官は、今年の人勧の内容に触れ、給与構造改革における経過措置(現給保障)について、給与構造改革の施策の導入・実施が平成22年度で終了していることを踏まえ、来年４月から廃止に向けた措置を開始することとし、その旨を本年勧告したい旨、言及した。

　これに対して公務員連絡会側は「現給保障は給与カーブの引下げに伴う措置であり、最後まで堅持すべき」「廃止は絶対反対」と主張するとともに、「本年については公務員連絡会との交渉・合意に基づき政府・内閣の意思として国家公務員給与の臨時特例法が国会に提出されており、政府との間で決着済みだ。本年は給与改定勧告をする必要がないことは８月９日の総裁交渉で棚村議長から申し上げたとおりだ」として、現給保障の廃止を含め給与改定勧告は行わないことを要求した。その上で、定年延長に向けた意見の申出について、「本日申し上げたことを含めた公務員連絡会の意見を十分反映させた上で、予定されている９月下旬までには必ず意見の申出を行ってもらいたい」と要求し、この日の交渉を締めくくった。

以上

